
男女間賃金格差チーム

2024年3月29日

内閣府男女共同参画推進連携会議
男女間賃金格差チーム 第1回会合
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本日のアジェンダ

1. 全体計画 （20分）・・只松議員

 設立の背景/目的/アプローチ

 全体ロードマップ

 チーム体制

2. サブチームの活動計画（30分）

 業界チーム （15分）・・是枝議員

 地方・中小チーム （15分）・・小安議員

3. 質疑応答（5分）

 第一部（13：00 - 13:55）

 第二部（14：00～）

業界チームと地方・中小チームに分かれて議論

※業界チームはお部屋の移動をお願いします
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本日のゴール

男女間賃金格差チームとして最大のインパクトを創造できるよう：

チーム全体、及びサブチームの目的、アプローチと今後の
マイルストーンに関して共通認識をもつこと

チームメンバーとの顔合わせ

チームとして足並みをそろえ、効率的に取り組みを進めていく
基盤の構築



1. 全体計画
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設立の背景

 「女性活躍推進法」、及び「企業内容等の開示に関する内閣府令」の改正に伴い、
2023年より大企業、及び上場企業では男女間賃金格差の開示が義務化された

 男女間賃金格差は、管理職・役員層、および職種による男女比率の偏り、また無
意識のジェンダーバイアスなど、組織に存在する様々なジェンダー格差を見える
化し、対応を促すことに繋がる

 開示の義務化は始まったばかりであり、その是正に向けた効果的なアプローチ
や解決策を模索中の企業も多いと考えられる

 一方で、中小企業には開示義務はなく実態の把握が難しいこと、 また、特に地
方の中小企業の事業環境を考慮すると大企業とは異なったアプローチの検討が
必要と考えられる
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【参考】男女間賃金格差が生じる主な原因

「非正規社員」に女
性が多い（約70％）

「一般職」に女性が
多い（約80％）

「メンバーシップ型」
雇用形態

「年収の壁」による
就業調整

日本特有の労働慣行・制度
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【参考】男女間賃金格差に関するデータ（1/2）

2023年6月有価証券報告書ベースの「速報値」（約2,800社） (*1)

 全従業員： 67.04%

 正規雇用労働者：71.64%

 非正規雇用労働者： 69.65%
(*1)Source: WTW 

【参考】OECD加盟国との比較 2020年（*2）

(*2)男女共同参画局に関するデータ集より
平均値ではなく中央値が使用されている
基本2021年のデータだがいくつかの国では2019, 
2020年のデータ
https://www.gender.go.jp/research/pdf/joseikatsuy
aku_kadai.pdf

OECD平均
88.1%



8

【参考】男女間賃金格差に関するデータ（2/2）

(*)Source: WTW 

(*)Source: WTW 

2023年6月有価証券報告書ベースの速報値（約2,800社） (*) 業種別
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目的とアプローチ

企業に存在する様々なジェンダー格差（昇進・登用、配属、採用、育児休業取得、
等）を集約し可視化する「男女間賃金格差」に焦点を当て、その実態、要因、課題
を、業種・規模別等で分析し、是正に向けた有益な情報を共有、企業に実践を促す

 開示義務の有無、また格差の要因は規模や事業環境により大きく異なるため、
①大企業と②地方・中小にチームを分け施策を実行する。ただし、協働によって
効率性を高めることが可能なタスクはそのように行う（省庁へのヒアリング等）

 団体メンバーに積極的・主体的に参画していただく

 活動を通して得たインサイトを共有することはもちろん、実践を促す取り組みに
注力することで、実質的な変化の実現を目指す

 関連する公共政策等を所管する省庁と積極的に意見交換、施策の後押しとなる
提案を行う

目的

全体アプローチ
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全体ロードマップ

第１期 第２期

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8

マイルストーン

1. 現状調査（AS-IS 分析）

関係省庁ヒアリング（厚労省・経産省 等）

有識者ヒアリング

関連団体ヒアリング

分析・報告書取り纏め

2. 施策の策定と計画・実行

3. シンポジウムに向けた準備

本日（3/29）

企画委員会①
進捗報告

シンポジウム開催

企画委員会②
進捗報告

男女間賃金格差
チーム会合

企画委員会③
進捗報告

※青字のタスクは業界、地方・中小チーム共同で実施

全体会議
第１期活動報告
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チーム体制

チームリーダー

只松観智子 ・ 是枝俊悟

① 「業界」チーム ② 地方・中小企業チーム

男女間賃金格差チーム

• 今井 桂子
• 金井 正人
• 神村 裕子
• 富澤 由子
• 名取 はにわ
• 熊田 妙
• 國分 佐恵子
• 野﨑 史生

サブチームリーダー：
是枝 俊悟
塚越 学

メンバー：
アキレス 美知子

勝木 敦志
田瀬 和夫

• 橋本 久美子
• 坪川 貞子
• 中川 徹
• 熊田 妙
• 國分 佐恵子
• 野﨑 史生

サブチームリーダー：
小安 美和

メンバー：
井上 拓磨
国保 祥子
櫻井 彩乃

有識者議員団体メンバー有識者議員団体メンバー

※敬称略
※所属・役職は別紙を参照

以下の方々は今後どちらのチームに参加される予定：
木村 民子さま、小原 成朗さま、橋爪 恒二郎さま



2. サブチームの活動計画
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① 業界チーム

② 地方・中小チーム
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業界チーム：概要

目的

上場企業や大企業につき、開示情報をもとに業界や職種ごとの男女間
賃金格差の実態と課題を調査・分析し、各団体に知見を共有すること
で、各団体の男女賃金格差是正に向けた自発的な活動を促進する。

活動を通して得たインサイトを基に、関連する公共政策等の後押しとな
る提案を行う

主な活動

① 男女賃金格差の実態把握・問題提起
（厚生労働省・有識者へのヒアリング、団体トップへのインタビュー）
② 団体における男女賃金格差是正に向けた計画策定等の支援と紹介
（2024年11月の全体会議の際に改善に取り組む団体を募った上で、
希望した団体に対して支援を行う）

最終成果物

「共同参画」誌面上の団体トップのインタビュー掲載
団体における男女賃金格差是正に向けた計画の作成

団体の男女賃金格差是正に向けた実践例の紹介（シンポジウムで報
告、できればレポートにして公表を目指す）
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業界チーム：チームスケジュール

第１期 第２期

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8

1. 実態把握・問題提起

① 厚生労働省へのヒアリング

② 有識者ヒアリング

③ 業界トップへのインタビュー

④ 全体会合に向けた準備、各団体への
 支援ニーズのプレヒアリング

2. 団体における実践と紹介

① 団体における計画策定支援

② シンポジウムでの紹介に向けた準備
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業界チーム：厚生労働省へのヒアリング内容

・男女賃金格差につき開示が進められているが、業種別・企業規模別・地域別などの観点から
どのような傾向・課題等を認識しているか。
・好事例として17社の例をウェブサイトに公表しているが、どのような取り組みを「好事例」とし
て評価しているのか。また、同業他社に追随する動きはみられるか。

・「えるぼし認定」に今後、男女賃金格差の水準や改善状況などを条件として定める必要がある
か。
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業界チーム：有識者へのヒアリング

有識者ヒアリングの候補者
明治大学 政治経済学部 原ひろみ教授
独立行政法人 労働政策研究・研修機構 田上 皓大研究員
リクルートワークス研究所 孫 亜文研究員
（内閣府 参事官（経済財政分析－総括担当）付 髙橋 淳氏）
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業界チーム：研究の紹介①
明治大学 政治経済学部 原ひろみ教授

（注）値が大きいほど格差が小さい（男性＝100）

・厚生労働省「賃金構造基本統計調査」を用いて、今回の開示における計算式
と同様の方法で、男女別賃金格差の分布を推定。

・業種別の賃金格差、および人的資本で説明のつく格差、説明のつかない格差
（差別）を推定。2021年の中位値で観察される日本の男女賃金格差は27.3%
であるが、うち14.8％が人的資本では説明できない格差であることが示され
た。
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業界チーム：研究の紹介②
独立行政法人 労働政策研究・研修機構 田上 皓大研究員

・労働政策研究・研修機構は「職業と生活に関する調査」「自動化技術の普及による雇
用の代替可能性に関する個人調査」を実施しており、個票データをもとに男女の賃金格
差のうち「業務（タスク）の差」の寄与について分析。
・男女賃金格差への寄与は、業務の差の直接的影響は小さく、勤続年数や役職の影響が

大きい。女性の就業継続や役職昇任を促した際に、女性の上位の賃金は上昇し男性との
差は縮まるが、女性の下位の賃金は上昇しておらず、女性の下位の賃金上昇にはこれら
とは異なるアプローチが必要とした。
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業界チーム：研究の紹介③
リクルートワークス研究所 孫 亜文研究員

・リクルートワークス研究所は「全国就業実態パネル調査」を実施しており、個票デー
タをもとに男女の賃金格差の分析を行っている。
・年齢、学歴、労働時間、勤続年数等を調整してもなお、1割程度が説明できない賃金

差として残り、女性は結婚や出産を考え、仕事と家庭生活の両立がしやすい働き方を選
んでいる可能性、女性に限らず、男性もライフイベントと仕事を両立できるようになれ
ば、女性が働き方を調整しなくても済むようになるだけでなく、男女間での配置や育成
方法の偏りもなくすことが可能になることを指摘。

出典：リクルートワークス研究所「全国就業実態パネ
ル調査（JPSED）2020~2022」
注：年齢、学歴、就業状況、週労働時間、勤続年
数の順に属性を揃えている。Xa20を用いたウエイト集
計を行っている。
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業界チーム：研究の紹介④
内閣府 参事官（経済財政分析－総括担当）付 髙橋 淳氏

・リクルートワークス研究所の「全国就業実態パネル調査」を用いて、勤続３年以内
の男女賃金格差の推移につき労働時間や労働の内容をもとに分析。

・勤続１年以内では労働時間に男女で顕著な差は見られないが、２年目・３年目にお
いて、労働時間が増加した者の割合に差が開き始める。

・労働時間が10％以上増加した者に限っても、男女で賃金の増加率に開きがある。
・勤続２年目・３年目になるにつれ、男女で労働時間のうち「雑務」に充てる時間の
割合に差が開いてくる。この差は、専門的な職種に限っても生じている。
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業界チーム：団体トップへのインタビュー

男女賃金格差の大きい業界や、組織として男女賃金格差の分析を行ってい
る団体に対し、自らの団体の男女賃金格差をどのように受け止め、格差是
正に向けてどのような課題があるのかインタビューを行い、「共同参画」
に掲載する。

候補団体：

・ 男女賃金格差の大きい業界として
一般社団法人全国銀行協会、一般社団法人全国建設業協会

・男女賃金格差の分析、是正策の検討を行っている業界として
日本生活協同組合連合会

（傘下の「生活協同組合コープみらい」と「コープデリ生活協同組合連合
会」は厚労省の好事例集に掲載されている）
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業界チーム：2024年11月以後の活動予定

・男女賃金格差是正に向けた業界（団体）施策の策定支援
（2024年11月～2025年4月ごろ）

全体会合において、自らの団体の男女賃金格差の把握・分析・是正
等への取り組みを行う団体を募り、名乗りを挙げた団体に対して、
グループメンバー（有識者議員に限らない）が支援を行う（会議へ
のアドバイザー参加など）。

・シンポジウムの開催（2025年7月ごろ）

上記施策を行う団体と、有識者（有識者議員、または第１期でヒア
リングを行った賃金格差分析の専門家）により、業界における男女
賃金格差是正の取り組みを紹介するシンポジウムを開催する。全体
会参加者、マスコミへの参加を呼びかけることで、各界各層での男
女賃金格差是正への取り組みを加速させる。



2. サブチームの活動計画
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① 業界チーム

② 地方・中小チーム
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地方・中小チーム：概要

目的

中小企業、特に地方の中小企業における男女間賃金格差の要因を分
析し、解決策の方向性を導き出し、それらを広く共有・実践を促すことで
各団体における男女賃金格差是正に向けた自発的な活動を促進する

主な活動

① 現状分析：現状分析とベストプラクティスの収集（ヒアリングの実施）
② ①の結果を基に具体的な活動を検討（以下、例）

• 実証実験の実施（既にある地方の取り組みと連携するなど）
• 地方、中小企業向けの男女賃金格差是正促進ツールの作成

③ 地方、中小企業で男女賃金格差是正が推進されるための政策の後
押しとなる提案
④ シンポジウムの開催

最終成果物

現状分析結果報告書及び政策の後押しとなるステートメント
シンポジウム

※主な活動②の成果物は実際の活動が決定されたタイミングで改めて
検討
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地方・中小チーム： 活動① 現状分析（1/2）
 関連省庁、地方自治体・地方経済団体、有識者、業界団体・企業を対象にヒアリングを実施。

男女間賃金格差の是正に関する現在・今後の取り組み、課題等の情報収集を行う
 入手可能なデータを基に分析を行い、実態把握、課題分析と解決策の仮説立案を行う
 現状分析結果を報告書としてまとめ、11月の全体会議で共有

ヒアリング対象（案）

■関連省庁（※業界チーム連携）
 厚生労働省雇用環境・均等局 雇用機会均等課
 経済産業省 経済産業政策局 社会政策室（場合によっては中小企業庁も）
 国土交通省

■地方自治体・地方経済団体
 三重県（男女賃金格差の少ないIT企業等の誘致に取り組む方針を予算に盛り込む）
 兵庫県豊岡市（ジェンダーギャップ解消戦略／ワークイノベーション推進会議）
 九州経済連合会（九州版ジェンダーギャップ指数を策定）

■有識者（※業界チーム連携）
１．明治大学 政治経済学部原ひろみ教授
２．独立行政法人労働政策研究・研修機構 田上皓大研究員
３．リクルートワークス研究所 孫 亜文研究員
４．メルカリ I＆Dチームマネージャー 趙愛子さん
５．大湾英雄 早稲田大学政治経済学術院教授

■業界団体・企業・メディアなど
国民生活産業・消費者団体連合会、日本商工会議所、全国地方銀行協会、全国信用金庫協会、中小企業家同
友会全国協議会、ほか企業（男女賃金格差是正した中小企業）、メディア
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地方・中小チーム： 活動① 現状分析（2/2）
 現状分析結果報告書のイメージ

 男女間賃金格差の実態
• 全般
• 企業規模別
• 地域別

 男女間賃金格差の要因分析結果
• 中央政府・自治体の政策
• 企業の制度／風土（トップの意識、無意識の偏見等）
• 地方が置かれているその他環境
• その他の視点（女性の賃金水準と女性の転出率等）

 ベストプラクティス／取り組み事例
• 自治体
• 団体
• 企業

 解決策の方向性と具体策（案）
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地方・中小チーム：チームスケジュール

第１期 第２期

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8

マイルストーン

① 現状分析

関係省庁ヒアリング（厚労省・経産省等）

有識者ヒアリング

取り組み事例ヒアリング

分析・報告書取り纏め

② 施策・行動計画の策定と実施

③ シンポジウムに向けた準備

本日（3/29）

企画委員会①

シンポジウム開催

企画委員会②

男女間賃金格差
チーム会合

企画委員会③

全体会議
第１期活動報告
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参考
 都道府県別男女賃金格差（フルタイムの男女賃金格差指数※）

都市と地方で格差が大きいとも言い切れない？

0.680

0.700

0.720

0.740

0.760

0.780

0.800

0.820

0.840

0.000

0.100

0.200

0.300

0.400

0.500

0.600

0.700

0.800

0.900

青
森
県

沖
縄
県

奈
良
県

高
知
県

鳥
取
県

徳
島
県

佐
賀
県

山
口
県

新
潟
県

島
根
県

福
岡
県

宮
崎
県

岩
手
県

埼
玉
県

和
歌
山
県

大
分
県

富
山
県

鹿
児
島
県

石
川
県

京
都
府

愛
媛
県

千
葉
県

長
崎
県

秋
田
県

福
島
県

広
島
県

大
阪
府

宮
城
県

山
梨
県

長
野
県

岡
山
県

東
京
都

神
奈
川
県

福
井
県

滋
賀
県

北
海
道

兵
庫
県

群
馬
県

山
形
県

熊
本
県

静
岡
県

岐
阜
県

愛
知
県

茨
城
県

栃
木
県

三
重
県

香
川
県

フルタイム率 就業率 フルタイムの賃金格差

※フルタイムの
地銀格差指数＝

女性 一般労働者を「フルタイムの仕事に従事す
る者」として「所定内給与額」を比較男性

厚生労働省の「令和４年賃金構造基本統計調査」、「一般労働者」の「都道府県別」
※指数は小数点４位を四捨五入

東京

（地域からジェンダー平等研究会都道府県版ジェンダーギャップ指数データより小安作成）



29

参考

 都道府県別男女賃金格差（フルタイムの男女賃金格差指数）

※指数1＝
女性 一般労働者を「フルタイムの仕事に従事す

る者」として「所定内給与額」を比較男性

厚生労働省の「令和４年賃金構造基本統計調査」、「一般労働者」の「都道府県別」
※指数は小数点４位を四捨五入

（地域からジェンダー平等研究会都道府県版ジェンダーギャップ指数データより小安作成）
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参考
 企業規模別男女賃金格差

大企業ほど男女賃金格差が大きい

（令和4年度賃金構造基本統計調査より小安作成）

大企業 中企業 小企業

男性 405.2 343.2 314.3

女性 307.8 273.8 251.8

男女間賃金格差 0.760 0.798 0.801
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企業規模別男女賃金格差（正社員・正職員）

男性 女性 男女間賃金格差

大企業 中企業 小企業

男性 256.3 247.2 233.3

女性 206 198 187.6

男女間賃金格差 0.804 0.801 0.804
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企業規模別男女賃金格差（正社員・正職員以外）

男性 女性 男女間賃金格差

常用労働者1,000人以上を「大企業」、100～99９人を「中企業」、10～99人を「小企業」に区分

賃金（千円）賃金（千円）
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参考
 企業規模別男女賃金格差

大企業ほど男女賃金格差が大きく、かつ業種間格差が大きい

出典：国土交通省 「地方における女性活躍 参考資料」
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参考
 賃金水準と女性の流出入

女性の賃金水準が高い都道府県ほど転入超過率が高い傾向

「都道府県別に女性の転入超過率と賃金水準の関係をみると、女性の賃金水準が高い都道府県ほど転入超過率が高
い傾向にあることがわかります（図表８）。これは女性が活躍できる環境が整備されておらず、結果として賃金水準が低
位にとどまっている地域の女性が、より活躍しやすい環境や仕事を求めて他の地域へ転出している可能性があります」

出典：2022.07 三十三トピックスレポート（三十三総研 調査部 研究員 古川 陽大）
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参考

 厚生労働省の取り組み
公表義務化＋男女間の賃金格差解消のためのガイドライン、支援ツール
（※公表義務のない中小企業への対応について要確認）
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参考

 （ヒアリング候補）中小企業庁の課題感
「中小企業の賃金水準の低さ」が課題としているが、男女間賃金格差是正への言及はなし？

出典：2023年版「中小企業白書」中小企業の実態に関する構造分析
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参考
 （ヒアリング候補）国土交通省

「男女間の賃金格差」への言及はないが、地方の女性の流出課題は可視化
以下の提言の具体的なアクション、進捗状況を把握したい

出典：令和４年２月 21 日（月）国土審議会第５回計画部会 配布資料 地方における女性活躍～地域がより選ばれるために～



3. 質疑応答
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